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01
グローリーとは



キャッシュオートメーションをベースに
店舗の業務効率化と売上向上に繋がる製品・サービスを展開

3

流通・金融・飲食の店舗DXを支援するトータルソリューション企業
社名 グローリー株式会社

上場 プライム市場（証券コード 6457）

創業 1918年（大正７年）３月

資本金 128億9,200万円

本社所在地 兵庫県姫路市下手野１丁目３番１号

金融機関向け

・レジつり銭機
・現金管理システム
・クラウドPOS
・データ活用サービス

・セルフサービスキオスク
・ドライブスルー
・テーブルオーダーサービス
・モバイルオーダーサービス

連結売上高 営業利益率 海外売上高比率

研究開発費識別通貨種類従業員数

3,690億円 9.5％ 56.9%

11,392人 3,100種類 199億円

2025年3月期時点

・オープン出納システム
・テラーキャッシュリサイクラー
・遠隔接客サービス
・モニタリングサービス
・金融シェアードサービス

流通店舗向け

飲食店向け

グローリーとは
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国内売上高

海外売上高

1,000億円

3,500億円

5,000億円

レベルを目指す

（億円）

・ 金融市場で基盤を築き、流通店舗や飲食店へと進出。そして海外市場を開拓して大きく成長

・ 売上高3,500億円を超えるグローバル企業へと着実に成長を続けている (海外比率60%超へ)

・ 新領域事業を伸ばし、いよいよ 5,000億円レベルのステージを目指す

タラリス アクレレック
レボリューション

フルイド

Showcase Gig

1,500億円

2,200億円

オープン出納システム

硬貨レジつり銭機
テラーキャッシュリサイクラー

現金管理
ソリューション

セルフサービスキオスク
(新領域事業)

買収企業

クラウドPOS
(新領域事業)

飲食プラットフォーム
(新領域事業)

データ活用サービス
(新領域事業)

日本で
改刷

日本で
改刷

成長の軌跡
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～

¥145/$
¥160/€

¥140/$
¥150/€



15%

19%

8%

2%

57%
セグメント別

売上高

2024年度 売上高

3,690億円

2,100億円

金融市場

遊技市場

544億円

697億円

277億円

その他

70億円

流通・交通市場

海外市場 買収企業

買収企業

※2024年4月にGGSグループと経営統合

セグメント別売上高
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国内海外



日本

43%

アジア

5%

欧州

25%

米州

27%

地域別
売上高割合

747円

2024年度

3,690
億円

売上高 1,589億円

日本

売上高 1,008億円

米州

会社数 10社

会社数 14社

売上高 191億円

会社数 20社

アジア（日本を除く）

売上高 900億円

会社数 55社

欧州

39%

6%
28%

27%
2022年度

2,558
億円

地域別売上高とグローバル販売サポート体制
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改刷特需のない通常期
▼

海外売上高比率

60％超

ご参考

海外
61%



オープン出納システム

窓口用紙幣硬貨
入出金機

レジつり銭機

売上金入金機

グローリー

競合企業
・ローレルバンクマシン
・沖電気
市場稼働台数
30,600台

国内 金融機関向け 国内 流通店舗向け

お客さまから預かった現金や小切手を
担当者が窓口後方で素早く計数、集計、整理

担当者がお客さまとお金の受け渡しをする際の
窓口業務をサポート

競合企業
・ローレルバンクマシン
市場稼働台数
61,000台

競合企業
・富士電機
・東芝テック
市場稼働台数
610,000台

競合企業
・日立チャネルソリューション
市場稼働台数
50,000台

スーパーマーケットや飲食店、ドラッグストアなどの
レジで代金のつり銭を自動的に払い出す

売上金をバックヤードで一括し
て入金し、素早く集計・収納を
行う

※2025年3月末時点（当社調べ）
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国内シェア



※2025年3月末時点（当社調べ）

窓口用紙幣
入出金機

紙幣硬貨入出金機
（バックオフィス向けリサイクラー）

競合企業
・ARCA(米)
・Diebold Nixdorf (米)
市場稼働台数
150,000台

海外 流通店舗向け

金融機関の窓口での紙幣入出金を自動化し、
セキュリティーを向上

競合企業
・Diebold Nixdorf (米)
・Elo (米) 
市場稼働台数
327,000台

競合企業
・Sesami (米)
市場稼働台数
74,300台

競合企業
・Strongpoint (ノルウェー)

  ・Azkoyen (スペイン)
市場稼働台数
171,000台

海外 金融機関向け

紙幣硬貨入出金機
（フロント向けレジつり銭機）

スーパーマーケットや飲食店などの
レジで代金のつり銭を自動的に払
い出す。セルフレジとして使用

セルフサービスキオスク

QSR（クイックサービスレストラン）
などに設置される、注文から決済まで
をセルフで行う端末。非現金決済に
対応

グローリー

売上金をバックヤードで一括入金し、
素早く集計、収納。現金に手を触れないカセット運用
※バックオフィスの現金管理は現状は「入金機」が主流
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海外シェア



02
成長戦略

2026中期経営計画
(2024年5月公表)



目指す姿

私たちは「求める心とみんなの力」を結集し、

セキュア（安心・確実）な社会の発展に貢献します

企業理念 長期ビジョン

目指す姿

人と社会の

「新たな信頼」を創造する

リーディングカンパニーへ

GLORY 
TRANSFORMATION

2026

実績 将来

10

長期ビジョンの
実現に向けた

仕込み

コア事業と新領域事業の
クロス成長

通貨処理機の
パイオニア

刈取り

世界最高の製品群と
ソフトウエアプラットフォーム*を融合し店舗DXをサポート
*ソフトウェアプラットフォームを以下、「プラットフォーム」と記載

現金管理の厳正化と
業務効率化に貢献

育成

種まき

2023

2020

2026

売上高 5,000 億円企業へ

2028長期ビジョン



FY2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

2022年度(実績)

2026年度(目標)

のれん償却前

営業利益

重点指標を売上高から「利益」へ変更し、稼ぐ力を回復する

72 億円

380 億円
リスクの顕在化により
稼ぐ力の低下が露呈

のれん償却前

営業利益

稼ぐ力の回復
3 %

のれん償却前

営業利益率

11 %
のれん償却前

営業利益率

• ROICを基準とする意思決定
• 価格戦略の実行
• 新領域事業の収益化
• 高収益市場へのリソース注入
• 高収益商品・サービスの充実

• 原価低減
• 固定費削減
• グループ組織の再編による効率化
• 不採算事業の改善、撤退

etc.

社外秘

2026中期経営計画

(予想） (目標）

¥145/$
¥160/€

¥140/$
¥150/€

11
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2,357
2,241 2,174 2,265

2,558

3,724 3,690

3,400 3,400

0

1,000

2,000

3,000

4,000

FY2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

海外売上高

国内売上高

205
179

142

101

5

511

351

241
217

187
153

72

584

438

285

380

0

100

200

300

400

500

600

700

FY2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

海外営業利益

国内営業利益

のれん償却前営業利益

2026中期経営計画

2026中期経営計画

のれん償却後

営業利益

売上高

のれん償却前

(億円)

(億円)

2026年度 財務目標

効
率
性

ROE 10％以上－ 6％以上－

8％以上－ 5％以上－ROIC

5％以上－ 3％以上－ROA

380億円以上 300億円以上営業利益

売
上
高

3,400億円以上売上高

600億円以上
内 新領域事業

売上高

稼ぐ力の回復

事業成長の実現

想定為替レート 140円/ドル、150円/ユーロ

社外秘

2026中期経営計画

(目標）

(予想） (目標）

(予想）

¥145/$
¥160/€

¥140/$
¥150/€

¥145/$
¥160/€

¥140/$
¥150/€

〈IFRS基準〉



10%
9%

7%

3%

16%

12%

9%
11%

1,036 1,047 
1,278 

1,559 
1,852 

2,100 2,160 2,040 
422 498 

360 

362 

784 
544 370 

400 

524 490 
478 

455 

747 697 
610 670 

207 110 
121 

151 

282 277 

190 210 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025予想 2026目標

その他
遊技市場
流通・交通市場
金融市場
海外市場

営業利益率  と  売上高

2,241 2,174 2,265

3,724

3,400

（億円）

①利益重視に舵を切り、
営業利益率 11％以上

（従業員賞与、株主還元、法人税で社会貢献）

②改刷特需がなくても
3,500億円レベルの企業に
成長

③市場の大きい海外事業を
さらに伸ばし、2,000億円
以上へ

➃キャッシュレスの浸透を踏まえ
通貨処理機以外の新領域
事業を600億円以上に

変革

改
刷
特
需

2,558

3,690

新中計のポイント

2026中期経営計画
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3,400



825 854 831 
978 

1,176 1,271 
1,467 1,397 

1,367 

35% 38% 38%
43% 46%

34%
39% 41% 40%

-80%

-60%

-40%

-20%

0%

20%

40%

60%

80%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

FY2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

リカーリング売上 製品他売上 リカーリング売上比率

保守を中心としたコア事業のリカーリングビジネスに加え、プラットフォーム関連事業などの

新領域事業におけるリカーリングビジネスを充実させ、経営基盤の強化を図る

(億円)
日本での改刷
による一時影響

・保守売上
・店舗DXを支援する
デジタルサービス

・クラウドPOS等の
システム利用料

2026中期経営計画 リカーリングビジネス

14

主な内訳

(目標）(予想）

¥145/$
¥160/€

¥140/$
¥150/€



PBR1.0倍以上を早期に実現する

• 資産効率の向上
• 適切な自己資本比率

• 新たな収益源の獲得
• コア事業の収益拡大

事業の成長加速 負債・資本構成の最適化

• DX・AIを活用した生産性向上
• 安定したキャッシュ創出

利益率向上及び
  キャッシュ創出力強化

ROE・ROIC・ROAの改善

• 成長投資の継続的な実施
• 累進配当及び株主資本配当率(DOE)3.0%以上
• 機動的な株主還元施策
•  総還元性向100%以上(2025年度、2026年度)※

バランスを考慮した成長投資と株主還元の実施

• 非財務目標に対する取組みと開示の充実
• 投資家との継続的な対話による事業戦略の浸透

経営目標

2026中期経営計画

56
60

82

64 66 66 68 68

106

30

60

90

120

FY2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

1株当たり配当金(円)

累進配当及び
DOE3.0%以上

62
20

創業100周年
記念配当

社外秘

2026中期経営計画

※2026年3月期及び2027年3月期について、「総還元性向100以上」を目標として追加 15



リテール

1,600億円

1,000億円

600億円

セグメント

会計セグメント

主な取引先
2026年度

売上高目標

事業戦略 会計セグメントと注力３市場の関係

国内の遊技場
(パチンコホールなど)遊技市場 210億円

上記報告セグメントに
属さない販売、及び保守先その他 80億円

国内の金融機関など金融市場 400億円

海外の金融機関
小売店、飲食店など海外市場 2,040億円

金 融

1,100億円

400億円

700億円

※2023年3月31日現在

国内のスーパー、コンビニ、
飲食店、病院、鉄道など

流通・交通
市場 670億円

飲 食

410億円

340億円

70億円

飲食リテール 金融注力3市場事業戦略上の注力市場を設定 +

社外秘

2026中期経営計画

16



基本方針

１．収益構造の変革 リカーリング売上の拡大（月次定額など繰返し収入）

２．事業構造の変革 リテール市場、金融市場に加え「飲食市場」を第３の柱へ

３．ソリューションの変革 顧客の売上向上に貢献するソリューション

リカーリング売上拡大

事業目標

2026年度

2,040億円
売上高

飲食を第三の柱に

目標：リカーリング売上高比率50%超

DXによる顧客事業の支援
目標：ソフトウェア売上高比率10%超

海 外

Point 1

Point 2

Point 3

37%
39% 38%

43%

47%

44%

48%

44%

50+%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

米州 欧州 アジア リカーリング比率

1,032 1,036 1,047

1,278

1,559

1,852

2,040

（億円）

Maintenance Services

UBIQULAR Digital Services

Software Platform Services

飲食リテール 金融

Expand Maintain Expand

Expand

Expand

Expand

海外は2,000億円規模以上へ成長

2026中期経営計画 海外事業戦略

17

売上高推移

2,100

(予想）

予想

2,160

目標

¥145/$
¥160/€

¥140/$
¥150/€



566 
422 498 

360 362 

784 

544 
370 400 

519 

524 
490 

478 455 

747 

697 

610 
670 

205 

207 110 

121 151 

282 

277 

190 
210 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

金融市場

流通・交通市場(飲食含む)

遊技市場

基本方針

１．コア事業の利益額の最大化（ROIC経営の浸透）

２．リテール及び飲食の成長

３．顧客基盤をフル活用したDXビジネスの拡大

事業目標

2026年度

1,360億円
売上高

1,324
1,205

1,126

987 999

1,872

1,360

（億円）

「セルフ化」をキーワードにした

新たなソリューション創出

プラットフォームを含めた

トータル提案の実施

戦略的ターゲット層への販売拡大

売上高推移

Point 1

Point 2

Point 3

Point 4 海外飲食ソリューションの日本展開

国 内
特需を除き

過去最高売上へ成長

改刷特需

2026中期経営計画 国内事業戦略

18
予想

1,240

1,589

目標



2026中期経営計画 資本・財務戦略／投資計画

19



03
企業価値向上への取り組み



企業価値向上への取り組み

課題

１．「2026中期経営計画」 初年度進捗

２．海外事業の成長戦略

３．利益配分に関する基本方針の変更

４．キャッシュアロケーションの見直し

５．中期目標達成のためのアクション

６．政策保有株式の縮減状況

７．株式を活用した人的資本経営の推進

８．株主・投資家との対話の実施状況

９．IFRS移行に関するお知らせ

米国の関税に関する影響

2026中期経営計画
・営業利益 ・売上高

・当期利益 ・ROE

・ROIC（事業ポートフォリオの最適化）

・ROA ・PBRの推移

21



当社PBRの推移

企業価値向上への取り組み

22



1. 「2026中期経営計画」 初年度進捗

23



2. 海外事業の中期進捗

24



2. 新領域の買収企業も成長

25



3. 利益配分に関する基本方針の変更［株主還元］

26



4. キャッシュアロケーションの見直し［株主還元］

27



4. キャッシュアロケーションの見直し［株主還元］

28



5. 中期目標達成のためのアクション ［2026中計財務目標］

29



5. 売上高 達成のためのアクション

30



5. 営業利益 達成のためのアクション

31



5. 当期利益 達成のためのアクション

32



5. ROE 達成のためのアクション

33



5. ROIC 達成のためのアクション

34



5. ROIC 達成のためのアクション［事業ポートフォリオの最適化］

35



5. ROA 達成のためのアクション

36



6. 政策保有株式の縮減状況

37



7. 株式を活用した人的資本経営の推進

38



8. 株主・投資家の皆様とのエンゲージメント強化

39



9. 国際会計基準（IFRS）の任意適用

40



41

課題： 米国の通商政策に関する影響



04
2025年3月期 業績



2025年3月期 決算ダイジェスト

43



2025年3月期 通期 実績 損益計算書

44



2025年3月期 通期 実績 セグメント別売上高・営業利益

45



46

地域別売上高 米州
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地域別売上高 欧州



48

地域別売上高 アジア
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2026年3月期 通期 業績予想
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2026年3月期 通期 業績予想 セグメント別売上高・営業利益
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2026年3月期 通期 業績予想 海外地域別売上高



ご参考
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1982年 米国に販売会社設立

1992年 ドイツに販売会社設立

1994年 フィリピンに工場設立

1996年 シンガポールに販売会社設立

2003年 中国に工場・販売会社設立

2008年 中国に調達拠点設立
    フランスに販売会社設立

2011年 インドに販売会社設立

2012年 英国のメーカーを買収

2010年 イタリアの代理店を買収

2004年 ドイツのメーカーを買収

2016年 米国のソフトウエアメーカーを買収
ロシアの代理店を買収

2015年 ニュージーランドの代理店を買収

2018年 アイルランドの代理店を買収

2019年 イタリア・メキシコの代理店を買収
シンガポールのメーカーに資本参加

2020年 フランスのキオスクメーカーを買収
ドイツのフィンテック企業を買収
オーストリアに販売会社設立

設 立

買 収

■ 海外売上高

2021年 米国のメーカーを買収
ポーランドに販売会社設立

2022年 ベトナムにソフトウエア開発会社設立

2024年 英国のソフトウエアメーカーを買収

海外展開のあゆみ
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【注記事項】

1.当資料の増減率、構成比は、千万円以下を切り捨てた数値を基に算出しており、決算短信の増減率とは異なる場合があります。

2.2017年3月期より、事業セグメントを見直したことに伴い、従来「その他」に含まれた製品の一部を「金融市場」「流通・交通市場」に区分変更しており、
   当資料の前期に関する情報につきましては、変更後のセグメント区分で記載しております。

3.2016年3月期 第1四半期より、海外現地法人の収益及び費用の円換算方法を「期末日レート」から「期中平均レート」に変更しており、
 2015年3月期につきましては、遡及適用後の数値を記載しております。

4.本資料に記載されている、業績見通し等の将来に関する情報は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて
 おり、その達成を当社として約束するものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。そのような要因として
 は、主要市場の経済状況および製品需要の変動、為替相場の変動、国内外の各種規制ならびに会計基準・慣行等の変更などが含まれます。 
 また、本資料の将来の見通しに関する記述につきましては、事前予告なく変更することもありますので、ご了承ください。
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